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環境省 水・大気環境局 



改訂にあたって 
 

我が国の大気汚染問題は、昭和 30～40年代の高度成長期に、産業の大規模化、
高度化に伴い、硫黄酸化物やばいじん、窒素酸化物による汚染が深刻な問題と

なりました。国においては、このような問題に対処するため、公害対策基本法

や大気汚染防止法などにより、大気汚染防止のための対策を次々に強化してい

きました。 
大気汚染の常時監視は、大気汚染防止法によって都道府県及び政令市に義務

付けられ、これら地方自治体の多大な努力により大気環境モニタリング体制が

構築されました。平成１７年度末現在、都道府県等により約2,100の測定局で、

二酸化窒素、浮遊粒子状物質、光化学オキシダント等の測定が行われておりま

す。 

常時監視によって得られた成果は、汚染状況の的確な把握や光化学オキシダ

ントの緊急時対応はもとより、環境影響評価や広域的汚染のメカニズム解明、

各種計画等の策定に係る基礎資料となるなど活用範囲が広がっており、常時監

視結果に対する一層の信頼性の向上が求められているところです。 

 

環境大気常時監視マニュアルは、常時監視の適正な実施を目的として昭和 55

年に初版が作成され、昭和61年、平成２年、平成10年に改訂が行われました。

平成13年、大気汚染の常時監視が地方自治法に定める法定受託事務となったこ

とを受け、環境省では、都道府県等がよるべき基準（以下、「事務処理基準」

という。）を制定しました。これにより、本マニュアルは常時監視に係る測定

方法及び保守管理を規定するものとして、新たに位置付けられることとなりま

した。 

 

今回の改訂においては、学識経験者等からなる検討会を開催し、事務処理基

準の反映を始め、平成10年度以降の常時監視測定機に関する日本工業規格の改

正への対応、乾式測定機の保守管理に関する記述や、ＩＴ技術の進歩に伴うテ

レメータシステム等の記述の充実を図りました。 

 

今後、都道府県等が環境大気の常時監視を行うに当たり、本マニュアルをご

活用いただき、適正な常時監視の実施に万全を期されることを願っております。 
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